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＜総説＞

抄録
本稿は，住民が主体的に取り組む地区防災計画作成が地域コミュニティ強化にどのように関連して
いるかを考察することを目的としている．このため，地域防災計画を横引きするだけでなく，地域特
性や住民のコミュニティ状況を踏まえて，具体的活動計画を創出したり，地域防災計画には規定され
ていない空白域を補完したり，ガイドラインづくりに取り組んだ事例を抽出した．事例の地区では住
民インタビューやアンケート結果により地域コミュニティ力を高めていることが明らかになった．地
区防災計画は自らルールを定めて自らルールを守る自治の中核概念を具体化する．このように自治力
を高める取り組みが防災だけでなく，地域コミュニティの活動全般に良い影響を与える．

キーワード：地区防災計画，地域防災計画，地域コミュニティ，自治力

Abstract
This report is intended to consider how a community disaster management plan formulated by proactive 

inhabitants is related to local community reinforcement. Therefore, not only a wide pull did a municipality 
disaster prevention plan, but also, based on the community situation of an area characteristic and inhabi-
tants, created a concrete activity plan and supplemented the blank area that was not prescribed for a munic-
ipality disaster prevention plan and the making of guidelines. It was revealed that I raised a local community 
power through the personal interview and questionnaire results in the example district. A community di-
saster management plan will put a core concept of the self-government to establish a rule by oneself, and to 
follow a rule by oneself into shape. An action to raise a self-government power in this way is not only good 
for disaster prevention, but also positively influences the overall good of the local community.
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I．緒言

東日本大震災を受けて，公益社団法人土木学会は地域
防災計画の問題点や課題の整理・分析を行ない，地域防
災計画のあるべき姿，実現方策について報告を行ってい
る[1]．
課題の一つは，「地域防災計画は，以前から地域の自

然環境や社会状況などが十分に反映されず，どの市町村
の計画も画一的かつ抽象的な内容である場合が多く，防
災担当者は具体的に何をしたらよいかわからないという
批判があった」となっている．
地域防災計画がこのようなものであれば，多様な豊か

さをもった地域コミュニティや，人々の価値観を反映す
るものではないし，まして新たな地域づくりの形成に資
するものとはなりえない．すなわち，防災と地域が切り
離されて，無機質な防災計画がそこにあるだけとなる．
しかし，地域における防災は，人命を守り，つなぐこ

とはもちろん，人々の共通の基盤である地域コミュニ
ティと強く関連する．だとすれば，無機質な防災計画に
地域の魂を吹き込み，人々の実感に即した「生ける計画」
に変えなくてはならない．
一方で，市町村といえども広範囲であり，災害をもた

らすハザード，暴露量，社会の脆弱性などが地域によっ
てバラバラであるため，市町村一体の計画にするには，
抽象度を高めざるを得ない．特に，平成の大合併などに
より市町村が拡大すれば，ますますこの傾向が強まる．
このジレンマの解決に資すると期待されるのが，2013

年 6 月の災害対策基本法改正により創設された地区防災
計画である[2]．市町村の一定の地区内の居住者及び事
業者（地区居住者等）による自発的な防災活動に関する
計画である．いわば，顔の見える地域内で個別，具体的
な「共助」の計画を作成するものだ．しかも，単に地区
内で紳士協定的に約束するものではない．いったん，地
区防災計画が作成されると，市町村防災会議に地域防災
計画の一部とするよう提案することができ，市町村はこ
れに応答する義務があるという公的な性格をもつ．
地区防災計画の作成方法については，法的な定めはな

いが，内閣府の地区防災計画作成ガイドライン[3]にお
いて，住民参加でワークショップを活用することが推奨
されている．これにより，単なる住民参加にとどまらず，
住民主導のボトムアップ計画という自治的な性格が強
まっている．それでは，ワークショップで地区防災計画
を作成するプロセスは，地域コミュニティにどのような
影響を与えているのだろうか．
本稿では，特色ある地区防災計画を作成した 3 地区の

事例を取り上げ，それが効果的な防災計画であるばかり
でなく，地域コミュニティの強化につながっている状況

を考察する．また，超高齢社会に向けて，福祉施設と地
域コミュニティの連携により，災害時だけでなく平時も
安全安心なコミュニティづくりを形成する可能性につい
て展望する．

II．地区防災計画とコミュニティづくり

これまで，国は大きな災害があるたびに被害を分析し，
新たな知見，対策を加えたガイドラインを作成し，自治
体や関係団体に示してきた．しかし，東日本大震災，九
州北部豪雨災害，西日本豪雨災害など，住民の早期避難
が必要な災害において，十分な成果を挙げているかは疑
問の残るところである．
早期避難の成否は，結局は住民一人ひとりの決断にか
かっている．その決断を正しく導くためには，行政から
の避難勧告等の発令，マスメディア等による情報提供は
もちろん重要であるが，自助として住民が正しく決断を
するための教育，計画，訓練の場や機会が必要だ．また，
誰一人取り残さないためには，共助として町内会・自治
会，福祉関係者，事業所など近隣による組織的対応が不
可欠である．同時に，自らが学び，考え，計画化し訓練
を重ねて検証するプロセスを繰り返すことが重要だ．
このように効果的な地区防災計画を作成したとすれば，
単に地域防災計画を横引きするだけでなく，地域特性や
住民のコミュニティ状況を踏まえて，具体的活動計画を
創出したり，地域防災計画には規定されていない空白域
を補完したりするに違いない．さらには，自治体全域の
地区防災計画づくりを中間支援するガイドラインづくり
に，多くの住民が自ら手を挙げて作成する事例も出てき
た．
そこで，このような特徴をもつ地区防災計画作成地区
を事例にインタビューやアンケートを用いて，地域コ
ミュニティの強化につながっているかを考察していく．

III． コミュニティ再生の契機に～岩手県大槌
町安渡地区～

 1 ．地区防災作成のプロセス
安渡地区は東日本大震災で218名，11％強の住民が亡く
なる津波被害を受けた．住民は東日本大震災での被災，
災害対応の検証や災害対応のルールと事前対策の検討の
ため，内閣府モデル事業開始以前から，「安渡町内会防
災計画づくり検討会」を中心に避難行動等のヒアリング
調査や懇談会・検討会を重ね，地区防災計画を策定して
いた[4]．
内閣府モデル事業開始後，安渡町内会防災計画づくり
検討会，町内会・町合同防災訓練及びその反省会として
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の検証会議等，活動を重ね，その成果を国連防災世界会
議[2]で発表している．なお，安渡地区防災計画では法
律用語の「災害時要配慮者」を「要援護者」と記してい
る．本稿でも安渡地区に関しては原文をもとに，要援護
者と記述する．

 2 ．主な支援ルール
・町内会の支援内容を限定する（安全な避難場所に向
かって，率先避難，声かけ，避難所運営等）．
・予め登録している（―定の自助活動を行っている）要
援護者を対象とする．
・要援護者の家族は，移動に必要な準備や避難訓練に参
加する．
・地震時に，家族は要援護者を玄関先まで出す．
・車避難は，要援護者との同伴避難に認める．
津波避難においては，短時間での避難方法が最大の課

題である．皆が車で逃げれば，渋滞が発生し多くの人が
逃げ遅れる．多くの避難行動要支援者がいる中で，自治
体や国が「車避難は止めましょう」と言うだけでは解決
できない．
では，どうすれば良いのか．大槌町地域防災計画でも

「◎避難に当たっては徒歩によることを原則とする．」
（総則編14p，震災対策編 2-7-2）となっている．原則と
なっているが例外の基準はどこか，原則を破った場合の
ペナルティはあるのか，などは記述されていない．町全
体の計画であるため，抽象度が高くなるからだ．
一方，大槌町安渡地区の地区防災計画では，前述した
ように，一定の条件の下で車避難を認めている．「健康
な人も含めて皆が車で逃げると渋滞で多くの犠牲者がで
る．だから徒歩避難できる人は徒歩で避難する．徒歩避
難ができない災害時要援護者は家族や近隣の支援者と車
で同行避難する．誰が車を使ってよいかは事前に話し
合って決めておく．こうすれば地区の全員が助かる」と
いう取り組みを地域住民が共有化し，納得する．
これは，安渡地区住民が，行政や誰かを批判したり，
任せたりするのではなく，自らが主体的になぜそうなっ
たのか，解決策はあるのか，自らや地域が何を果たせば
良いのかを真剣に議論し，車避難の実行可能性を検証し
た成果と見なすことができる．

 3 ．内閣府モデル事業の成果
科学的な調査結果をもとに，町内会の支援時間を15分
とするなど，要援護者避難支援に関する地区のルールを
見直した．また，新しいルールに従って訓練シナリオを
作成し，合同防災訓練のなかで行う要援護者避難支援訓
練を通じて検証を行い，そこでの課題の検討を始めて次
年度の訓練でその議論の成果を問う，PDCAサイクルを
回している．

 4 ．地域づくりとの関係
安渡地区の検討会は，最初の地区防災計画を作成する

まで11回開かれたが，住民が真剣な議論を続けるため，1
回の会議時間は 3 時間から 4 時間かかっている．そして，
一度決めたことでも，誰かが問題があるといえば，何度
でも話し合いをしてやり直しをするというルールで進め
た．決して結論を急がずに，全員が納得するまで心を寄
せ合っていく姿勢に胸を打たれる．
なぜここまで努力したのかという私の問いに安渡町内
会長　佐々木慶一氏は「自分たちのためではないんだ．
自分たちは，経験したから，もし次の津波があっても助
かるだろう．しかし，新しく地区に引っ越してきた人た
ち，これからの世代が生き残るために，私たちがここま
で考え，議論した経過を見せることが大事だ．だから，
誰かが問題があると言えば，何度でも，どんなに時間が
かかろうと見直す．そして，この計画を，新しいコミュ
ニティ再生の契機としたい」と答えていただいた[5]．
安渡地区では，地区防災計画が，東日本大震災の津波
で大きな被害を受けた地域コミュニティ再生の重要な契
機となっている．

IV．「地域のつながりで，楽しく安心して暮ら
せる，災害に「も」強いまち」～高知市下
知地区～

 1 ．地区防災計画作成の経緯
高知市下知地区は，人口34万人高知市のほぼ中央に
位置し，中心市街地の東側を形成している．人口は，
約 1 万 6 千人であり，高知市全体の約 5 ％を占めている．
地区防災計画の作成主体となった「下知地区減災連絡
会」は，2012年に地区内の自主防災組織などの連合組織
として発足した．町内会等16団体が加盟し，避難計画の
作成，防災訓練の実施，講演会の開催などを実施し，内
閣府の2015 年度地区防災計画のモデル事業に取り組ん
だ．なお，高知市は2014年10月修正の高知市地域防災計
画において，「住民と行政が協働して行う安全・安心な
まちづくりの推進」として「地区防災計画」を位置づけ
ている．

 2 ．事前復興を取り入れる必然性
下知地区は「必ず来る南海地震，必ず来る復興」を念
頭に2015年度から 3 年間にわたって事前復興計画を含ん
だ地区防災計画の作成に取り組んだ[6]．南海トラフ地
震対策と災害後も持続可能なまちづくりを共に進めるに
は，地区防災計画の中核に平常時からの魅力あるまちづ
くりを含んだ事前復興計画を据えることが有効と考えた
からだ．
まちづくりにはハードの要素もむろんあるが，良い人
間関係，良いコミュニティが重要である[7]．これは行
政よりも，むしろ地域住民が主役であり，地区防災計画
の理念に叶っている．
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 3 ．地区防災計画作成の状況
地区防災計画の検討は，著者がアドバイザーとして加
わり，参加者（毎回20名～40名程度）がワークショップ
により行った．また，高知市職員，昭和小学校教員など
も参加し意見交換を行った．参加者が自由に意見を言い
ながら，集合知を紡ぐ手法としてワールドカフェを活用
した．これは「カフェにいるときのようなリラックスし
た雰囲気の中で，会議のような真剣な討議を可能にす
る」ように設計されており，参加者ひとり一人の知識や
力を引き出し，そこからグループ全体の意見へとつなげ
ていく点に特徴がある．
一般に，計画は少数の人が作り，関係者に説明し意見
を求めるという順番で進む．しかし，多くの場合，「仏（計
画）作って，魂（意欲）入らず」となってしまう．実際
に効果のある「生ける計画」にするには，順番をひっく
り返し，まず多くの関係者で魂を作り共有してから，仏
を作るのが大事なのではないか．このような手順で作っ
た仏は，みんなのものとなり，さらに仏を磨く（より良
いものに見直す）意欲も出てくるに違いないからだ．

 4 ．地区防災計画とコミュニティ
12回の全体ワークショップ等をつうじて，最終的に事
前復興の基本コンセプトは次のようになった．
「伸び伸び遊ぶ子どもたちを中心に，地域のつながり
で，楽しく安心して暮らせる，災害に「も」強いまち下知」
また，分野ごとの目指すべき姿は次のようになった．
♳子どもについての復興の方針
子どもが伸び伸びと元気に遊べるまち
♴高齢者・障がい者についての復興の方針
お年寄りや障がいがある人が安心と生きがいをもって
暮らせるまち
♵働く世代についての復興の方針
産業が活発で働きやすいまち
♶災害に強いまちについての復興の方針
魅力があり，災害に強いまち
♷コミュニティについての復興の方針
地域活動が盛んで，名前で呼びあえるまち

 5 ．「人の復興」に資する地区防災計画
阪神・淡路大震災の復興過程における生活再建の課題
について，林（2001）は，「すまい」「まち（まちづくり）」「つ
ながり」「そなえ」「くらしむき」「こころとからだ」「行
政とのかかわり」の 7 要素が重要であることを示した[8]．
この中で，「すまい」「まち（まちづくり）」「行政との

かかわり」については，住民と行政の強い連携が不可欠
だ．一方で，「つながり」「そなえ」「くらしむき」「ここ
ろとからだ」は，地域住民のイニシアティブが重要であ
り，行政は環境整備などの支援を行う．前者は「まちの
復興」の要素が強く，後者は「人の復興」の要素が強い
と言える．
佐藤ら（2013）によれば，東日本大震災の岩手県，被

災自治体の復興計画には，ハードによる津波防災対策お
よび，リスク回避策としてのすまい再建に関する計画は，
被災地地域の関心が高く，復興計画中にも重点的に記載
されている．
一方で，佐藤は，今後，長期にわたる復興への過程に
おいては，「すまい」「まち」に関連する施策のみならず，
これらに関連する施策にも被災者自身に関心の視野を広
げてもらう必要があろう．」と述べている[9]．
東日本大震災後の非常に厳しい状況において，短時間
でまとめた復興計画では，すまいの確保や津波の抑止力
を高める施策・計画，すなわち「まちの復興」に高い関
心が寄せられたのも無理はない．しかし，そうなると「人
の復興」の要素が相対的に弱体化する懸念がある．
東日本大震災と同様な大規模な津波災害地域での地区
防災計画において，事前復興計画に取り組むことで，災
害後に相対的に弱くなりがちな「人の復興」に寄与する
可能性が高いことが明らかになった．

 6 ．地区防災計画と地域コミュニティ
地域コミュニティのつながりは，災害が発生したから
といって急にできるものではない．平時からのつながり
があるからこそ，災害時にも避難行動支援や避難生活で
の支え合いがしやすい．
地区防災計画への取り組みが，災害時だけでなく平時
の地域コミュニティのつながりを高めるとしたら，特に
高齢者や障がい者等の安心安全につながる．
そこで，地区防災計画の作成研修がどのような効果を
上げたかをアンケート調査を行った．
全項目で地区防災計画研修に顕著な効果が認められる
が，特に「地区防災計画の作成はコミュニティ力を高め
ることに有効だ」「地区防災計画の作成は地域の防災力
を高めることに有効だ」「ワークショップ研修はコミュ

図 1　下知地区ワークショップ参加者が地区防災計画「研
修前」と比較したアンケート調査（N=30）

2017年12月 6 日（著者作成）
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ニティ力を高めることに有効だ」「ワークショップ研修
は地域の防災力を高めることに有効だ」が多かった点に
注目したい．すなわち，研修参加者は地区防災計画の作
成及びワークショップ研修は，地域防災力を高め，地域
のコミュニティ力を高めると評価した．
これにより，目的としての地区防災計画の作成と手法

としてのワークショップ研修が，地域の防災力及びコ
ミュニティ力を高め，災害発生後の応急対応時，復旧・
復興時に有効であるとともに，平時においても安全安心
な地域生活に資することが示されたと言える．実際に，
下知地区の事前復興計画では，地域コミュニティの復興
方針を「地域活動が盛んで，名前で呼びあえるまち」と
している．
防災の話し合いをしながら，地域コミュニティの価値

を新たに創発したのである．

V．住民主体で地区防災計画ガイドライン作り
～千葉県市原市～

 1 ．地区防災計画ガイドライン作成の経緯
千葉県市原市は人口27万 7 千人，北部は東京湾に面す

る臨海工業地域で製造品出荷額が全国 3 位の日本を代表
する工業都市である．千葉市に隣接する住宅地域であり，
農村部も多く残っている．このような多様な地勢，居住
環境に対応する防災計画が求められていた．
2017年度，市原市危機管理課は，「地域の実情に即し

た「地区防災計画」が地域主体のもと作成され，また，
その計画に基づく防災活動の実践を支援することで，地
域コミュニティの活性化を図り，市原力で防災対策の実
効性を高める．」ことを目的に，「いちはら防災 100 人会
議」を設置した．
委員構成は，各地区の団体から選出された委員 60 人

に加え，幅広い住民から多様な意見を引き出すため，20
歳以上の住民の中から無作為で2000人を抽出して委員を
募った（ブラーヌンクスツェレ方式[10]）．無作為抽出
による委員の参加者が63名いたために，結果として100
人を上回る123名となっている．

 2 ．手引き作成のプロセス
いちはら防災100人会議は，多様な住民感覚を集合知

に紡ぐために，下記のように全 6 回，アドバイザーの簡
単な説明の後，それぞれ異なったテーマによりワーク
ショップにより実施された． 1 回目は，準備段階として
説明時間を長くとりながら，ワールドカフェ方式で話し
合い，グループでアイデアを考えていただいた． 2 回目
から 5 回目までのワークショップは，委員がテーマに関
する資料を読み込み，重要なポイントを付箋に記入し，
これをもとにワールドカフェ方式で話し合い，グループ
で具体的アイデアを出した． 6 回目は，委員がそれぞれ
のアイデアに点数を付けてランク付けした．

会議では，多様な項目が上がったため，優先順位をつ
けることとし，100人会議が各地区に特に推薦する項目を
「いちはらベストテン」と名付けた．その順位は次のと
おりである．
①心のケア体制・環境の確保
②情報収集手段の確保
③防災教育・講習会
④地域のコミュニケーション
⑤特技等の活用
⑥復興支援体制の構築
⑦自助リストの配布
⑧復興体制の確保（住民）
⑨要支援者情報の共有
⑩地域の災害リスクの把握
 1 位は，災害後の子どもたちを対象にした「こころの
ケア」であった．これまでの防災計画では決して最優先
でないものがトップになったことが注目される．ほかに
も， 5 位に避難生活での特技等の活用， 7 位に自助支援の
「自助リストの配布」， 8 位に住民の「復興体制の確保」
などがユニークである．
一方で，住宅の耐震化，家具固定，トイレや水の備蓄，
自主防災組織の拡充，避難所運営など，重要な防災対策
は入っていない．当然のこととして順位が低いのか，水
害と地震災害を分けていないために水害に寄ったのか，
あるいは事前資料にその項目が少なかったせいなのかは，
今後の精査が必要である．

 3 ．アンケートに見る100人会議の効果
100人会議参加者へのアンケート結果を次に示す．100
人会議実施前後を比較すると，全項目で会議参加者に顕
著な効果が認められるが，特に「地区防災計画の作成は
コミュニティ力を高めることに有効だ」「地区防災計画
の作成は地域の防災力を高めることに有効だ」「ワーク
ショップ研修はコミュニティ力を高めることに有効だ」

表 1　いちはら防災100人会議ワークショップのテーマ

回数 日時 「いちはら防災 100 人会議」におけるワーク
ショップのテーマ

1 18.2.3.
AM9

一人暮らし，車いすの高齢者を守るために，
災害前にしておくこと

2 18.2.17.
AM9

水害時に自らの避難や要配慮者の安否確認，
避難支援のために重要なこと

3 18.3.17.
AM9

大災害後の避難生活で，高齢者，障がい者，
子ども，地域住民を守るために重要なこと

4 18.4.21.
AM9

大地震後の市原市の高齢者・障がい者，稼動
世代，子どもの課題と解決策を考える

5
18.5.12.
AM9

⑴住民の自助を高めるため，いつ，どこで，
誰が，どんな方法で進めるかを考える

⑵ 地区防災計画の継続アイデアを考える

6
18.6.9.
AM9

「自助」「避難」「避難生活」「事前復興」のベ
スト 10 を選出する．さらに総合ベスト 10 を
選出し「いちはらベスト 10」とする．
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図2 会議前の参加者意識（著者ら作成）

図3 会議後の参加者意識（著者ら作成）

図 2　会議前の参加者意識（著者ら作成）

図 3　会議後の参加者意識（著者ら作成）
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「ワークショップ研修は地域の防災力を高めることに有
効だ」が多くなった点に注目したい．これは，前述した
下知地区と同じであり，会議参加者は，地区防災計画の
作成及びワークショップ研修が地域防災力を高め，地域
のコミュニティ力を高めると評価した．
これにより，地区防災計画の作成とワークショップ研

修が，地域の防災力及びコミュニティ力を高めると評価
されていることが示された．

 4 ．今後の取組と考察
市原市は，最終的には，手引きを活用して46の全小学

校区（閉校小学校含む）で住民参加により地区防災計画
を作成することを目標にしている．このため地域特性，
住民感覚を生かした地区防災計画にするためには，国の
ガイドラインを参考にしつつも，住民が手作りで「地区
防災計画の手引き」を作成した[11]．そして，単に手引
きを作るだけでなく，その作成過程に多くの住民参画を
得ることで，それだけ各小学校区で地区防災計画を作成
するときにも，重要な担い手となることが期待できる．
このように多くの住民参画で防災計画のガイドライン
を作成する試みは，その後の地区防災計画づくりにおい
ても住民が主体的に役割を果たすことが想定でき，防災
による自治的な地域づくりの発露といえる[12]．

VI．福祉と防災の連携

 1 ．東日本大震災時の避難行動の情報源及び支援者
津波災害，風水害においては，早期避難が重要である

が，自らの力では避難が難しい避難行動要支援者につい
ては，誰かの避難支援が不可欠である．内閣府が東日本
大震災の被災地で高齢者，障がい者など避難支援が必要
だったと答えた人々に，誰が避難支援者だったかという
アンケートを行った．その結果は表 2 ，表 3 のとおりで
ある．
これまで災害時要配慮者に対する避難情報源，避難支

援者としては，家族以外では近隣の助け合いが最も重要
とされていたが，福祉関係者が同程度に重要な役割を果
たしていたことが明らかになった．
介護保険，障害者総合支援法などが整備され，相当程

度の福祉支援が必要な人は，福祉関係者とつながってい
る．このため，避難行動が難しいという状況を最も良く
知っているのは，日常生活を支援している福祉関係者で
ある．その声掛けや避難行動支援が多かったのは当然と
言える．
しかし，災害時に福祉関係者を体系だって専門的に支

援する制度は存在しない．高齢者のケアプランにも，障
がい者の個別支援計画にも災害時の対応が書かれていな
い．災害時の福祉支援に関する厚生労働省のイニシア
ティブはほとんど感じられない．

 2 ．福祉施設の避難確保計画
一方で，2017年 6 月に水防法，土砂災害防止法が改正

され，国土交通省が主導して浸水想定区域及び土砂災害
警戒区域内の社会福祉施設等は，避難確保計画を作成す
ることが義務付けられた．2016年 8 月の台風10号により
岩手県岩泉町にある認知症グループホームで入居者 9 名
全員が亡くなったことが契機となった．
これまで，自治体は要配慮者施設の利用者については
施設が災害対応し，在宅の要配慮者は自治体が地域住民
とともに災害対応するとしていた．このため，要配慮者
名簿に施設入居者は記載されないのが一般的だ．これは，
施設の災害対応力が十分にあることを暗黙の前提として
いる．
しかし，台風10号水害で施設が十分な災害対応力を有
していないことが明らかになった．法令上，施設は災害
計画を作成し，訓練することとなっているが，どのよう
な災害を対象にするかは明確でなく，計画や訓練を自治
体が監査することもほとんどなかった．現地では，間一
髪で被害を免れた施設がいくつもあり，ほんのちょっと

表 2　避難行動に関わる情報源
（東日本大震災の被災地で避難支援が必要だったと答えた 783
人のうち，実際に避難された方 315 人が回答対象）

項目 人数
近所の人，友人等，面識ある人からの連絡や声かけ 97
民生委員からの連絡や声かけ 7
福祉施設や団体の職員，ケアマネージャー，ヘルパー
等からの連絡や声かけ 74

警察，消防（団員含む）からの指示 30
市役所，町村役場からの指示や勧告連絡 21
家族など同居している人の判断 101
メール等の緊急速報やインターネット 16
テレビやラジオ等の情報 34
その他 48
出典：�内閣府「避難に関する総合的対策の推進に関する実態

調査結果報告書」2013年

表 3　避難行動における支援者
（東日本大震災の被災地で避難支援が必要だったと答えた 783
人のうち，避難されたときに支援者がいた方 197 人が回答対
象）

項目 人数
近所の人，友人等，面識のある人 60
民生委員 4
福祉施設や団体の職員，ケアマネージャー，ヘルパー 53
警察 0
消防（団員含む） 11
市役所，町村役場の職員 8
家族など同居している人 85
その他 25
出典：�内閣府「避難に関する総合的対策の推進に関する実態

調査結果報告書」2013年
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判断ミスがあれば，もっと大きな被害になったと思われ
る．
台風10号災害では，いくつかの被災施設が指定避難所
ではなく自分たちで考えた場所に避難している．行政は，
避難所と言えば小中学校を指定するが，実際に要配慮者
はかなり個別性が強い．バリアフリー環境があったり，
近いところを選んだりしなければならない．
避難方法についても，認知症患者，知的や精神の障が
い者，視覚障がい者，車いすなど，それぞれ個別性がと
ても強い．
そうであれば，施設は施設の特性，各利用者の個別性
に配慮して，計画，訓練，見直しを真剣に行い，実効性
を高めなければいけない．さらには，近年の災害の激甚
化にも対応するとなると，計画の基準となる被害想定ま
でも超えているわけだから，施設職員の判断力を高めて
おくことまで必要だ[13]．

 3 ．福祉施設と地域等の連携
台風10号災害後に設置された国の検討会[14]報告では，

施設の災害計画，訓練の実効性を確保するために，災害
計画作成に際しては専門家等の助言を受け，訓練は市町
村，消防団，地域住民等と一緒に行うことで，専門性と
受援力を高めることを提言している．
前述した認知症グループホームの隣には，写真で見る

ように大きな工場があった．もし，災害前から連携して
避難訓練を行っていたなら，きっと工場の従業員は支援
に駆け付けてくれたのではないだろうか．また，施設長
も支援をお願いできたと思う．
人も組織も孤立すると弱くなる．災害時は特にそうだ．

施設，病院，学校，企業等は地域社会につながって助け
合うことで災害時の安全性を高められる．それは平常時
の良い関係，地域コミュニティづくりにも資するはずだ．
2019年度の内閣府の地区防災計画モデル地区募集にお

いては，福祉との連携に取り組む地区を新たに対象とし
た．今後，地域コミュニティと福祉事業者等が連携して
地区防災計画を作成することにより，一層の安全安心な
地域づくりが進むことが期待される．

VII．おわりに

地域住民が協議して地区防災計画を作成し，その内容
を共有化することで，住民は納得感と自己統制感をもつ
ようになる．たとえば大槌町安渡地区のように「健康な
人も含めて皆が車で逃げると渋滞で多くの犠牲者がでる．
だから徒歩避難できる人は徒歩で避難する．徒歩避難が
できない災害時要援護者は家族や近隣の支援者と車で同
行避難する．誰が車を使ってよいかは事前に話し合って
決めておく．こうすれば地区の全員が助かる」という取
り組みを地域住民が共有化し，納得する．そのような合
意を地域で共有しているのに，もし災害時要援護者の支
援を怠ったり，自分だけが車で避難したら後で周りから
強く非難されるだろう．だからルールを守ろうという自
己統制が効く．これにより防災が他人事からわが事，わ
がまち事と進化する．
下知地区の地区防災計画では，災害後まで想定して自
らが望ましいと考える地域の姿をデザインした．市原市
では，手を挙げた住民が主体となって地区防災計画のガ
イドラインを作成して，市域全域での防災計画づくりを
中間支援する役割を担った．今後，超高齢社会にあって，
福祉関係者と地域コミュニティが連携をとることにより，
高齢者や障がい者の安全安心を平時も災害時も高める活
動につながるであろう．
自らルールを定めて自らルールを守る状況を作り出
すことは，西尾勝がいう自律（autonomy）と自己統治
（self-government）の結合であり，自治の中核となる概
念である[16]．地域住民が地区防災計画作成に取り組む
ことは，まさに自治力を高める活動となる．そして，自
治力を高めることは防災だけでなく，地域コミュニティ
の活動全般に良い影響を与えることは明らかである．内
閣府は，2014年防災白書[17]において「防災活動と地域
活動との関係は極めて深く，地域活動を通じてソーシャ
ル・キャピタルを促進し，日頃の地域コミュニティにお
ける良好な関係を維持することが，いざというときに地
域コミュニティにおいて効果的な防災活動を実施するこ
とにつながる」としているほか，「防災活動が地域活動
を通じてソーシャル・キャピタルが活発化し，地域コ
ミュニティの良好な関係を構築するきっかけになる」こ
とについても触れている．
一方で，地区防災計画への取り組みが，どの分野で，
どの程度まで地域コミュニティを強化するか，今後研究
を深める必要がある．
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